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研究成果の概要（和文）：本研究では人口構造変化が、企業の研究開発投資活動を通じ、長期的な経済成長率や
経済厚生に及ぼす影響について分析を行った。また構築された理論モデルに基づいて、高等教育補助政策、パテ
ント保護政策、公共投資政策が経済成長率や経済厚生に及ぼす影響についても分析した。既存研究において十分
に分析されてこなかった論点に着目し、人口構造変化と経済成長の関係について分析を行ったことが本研究の主
たる貢献である。

研究成果の概要（英文）：This study constructs the model which examines how demographic changes 
affect economic growth and welfare through their influences on firm's R&D activities. This study 
also examines the growth and welfare effects of higher education subsidy policy, patent policy, and 
public investment policy. This study contributes the existing literature by examining the 
relationship between demographic structure and economic growth by focusing on the aspects that 
existing studies have been ignored.

研究分野： 経済成長論

キーワード： 人口構造変化　研究開発投資　経済成長　高等教育政策　知的財産権保護　公共投資政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
人口構造変化が経済成長に及ぼす影響を明確にするには、人口構造変化が経済成長率に及ぼす多様なルートの１
つ１つを丁寧に掘り下げ、それぞれのルートに適した理論モデルを構築し、これに基づいて実証研究を積み上げ
ていくことが重要である。本研究はこうした試みの１つである。本研究では特にこれまであまり注目されてこな
かった人口構造変化が、企業の研究開発投資活動を通じ、経済成長率に及ぼす影響について分析を行った。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
過去４０年にわたる平均寿命の向上と出生率の低下により、ほぼすべての先進国において人

口の急速な高齢化、人口成長率の低下、人口減少といった現象が観察されている。こうした人口
構造の変化が経済成長に及ぼす影響については様々なアプローチでの実証研究が行われている
が、明確なコンセンサスはいまだ得られていない。その理由の１つは人口構造変化が労働参加率、
労働生産性、貯蓄率、教育選択、産業構造、国際間の資本移動など多種多様なルートを通じて経
済成長に影響を及ぼすため、それぞれの影響をきちんと識別せずに実証研究を行っても、明確な
結論を得ることは難しい点にある。よって人口構造変化が経済成長に及ぼす影響を明確にする
には、人口構造変化が経済成長率に及ぼす多様なルートの１つ１つを丁寧に掘り下げ、それぞれ
のルートに適した理論モデルを構築し、これに基づいて実証研究を積み上げていくことが重要
である。 
人口構造変化と経済成長の関係については、これまで主に人的資本や資本蓄積を成長のエン

ジンとする経済成長モデルを用いてその分析が行われてきた。しかし、こうした方法では現代の
経済成長の主要な源泉の１つである企業の研究開発投資への影響を明示的に考慮できなかった。
そのため、現実的な人口構造を有する世代重複モデルの枠組みを、R&D 型経済成長モデルに導
入し、人口構造変化と経済成長の関係についての考察を深めることが重要な研究課題となって
いる。本研究では、特に高等教育政策、パテント保護政策、公共投資政策などを考慮しつつ、人
口の構造変化が長期的な経済成長率に及ぼす影響について分析を行った。 
 
２．研究の目的 

1.の背景に基づき、本研究では高等教育政策、パテント保護政策、公共投資政策などを考慮し
つつ、人口構造変化が経済成長に与える影響について分析する新たな理論モデルの構築を行っ
た。具体的には以下の 3 つのテーマに沿って、理論モデルの構築を行った。 
 
(1) 熟練労働者の量的拡大をもたらす高等教育補助政策が企業の研究開発活動を通じ、経済成

長に与える影響について分析する R&D 型経済成長モデルの構築 
(2) 現実的な人口構造を有する連続時間世代重複モデルの枠組みを用いて、パテント保護の強

化が企業の研究開発投資活動を通じ、経済成長に与える影響について分析する R&D 型経済
成長モデルの構築 

(3) 公共資本と民間の研究開発投資の相互依存関係を前提に、経済成長率を最大にする公共投
資政策とパテント保護の関係について分析する R&D 型経済成長モデルの構築 

 
３．研究の方法 
第１に２．研究の目的（1）に従って、本研究ではプロダクト（製品開発）イノベーションと

プロセス（生産過程）イノベーションの両方を考慮した 2期間世代重複、R&D 型経済成長モデ
ルを用いて、熟練労働者の量的拡大をもたらす高等教育補助政策が経済成長率に及ぼす影響に
ついて分析した。平均寿命の増加と出生率の低下という人口構造変化の過程で、就学率の上昇、
高等教育人口の拡大という現象も同時に観察される。そのため、高等教育補助政策は人口構造変
化と密接な関係を持つ。 
 熟練労働者の量的拡大が企業の研究開発投資活動を通じ経済成長に与える影響については、
多くの既存研究が様々なアプローチで分析を試みている。しかしプロダクトイノベーションと
プロセスイノベーションの両方を考慮し、高等教育補助政策と経済成長率の関係について分析
した研究はほとんど存在しない。また多くの既存研究は、熟練労働者の量的拡大が経済成長率に
正の影響を及ぼすことを示唆するが、そうした明確な関係は観察されないとする実証研究結果
と矛盾する。こうした理論結果と実証結果の矛盾を解消する１つの方法として、本研究ではプロ
ダクトイノベーションとプロセスイノベーションの両方を考慮した R&D 型経済成長モデルを
構築する。この点が本研究の定式化上の貢献である。 
 
第２に２．研究の目的（2）に従って、本研究では代表的個人モデルと比較して、より現実的

な人口構造を有する Blanchard(1985)型の連続時間世代重複モデルの枠組みを用いて、パテント
保護と経済成長の関係について分析を行った。パテント保護政策と人口構造の意外な相互作用
に焦点をあてた分析と言える。 
パテント保護の強化は、新技術の開発者の利益の取り分を増やし、研究開発投資の収益率（利

子率）を高める。こうした利子率の上昇は一般に「保有資産が大きい高齢者」 と「保有資産の
少ない若年世代」が置き換わることで資本蓄積が停滞する効果（世代置換効果）を強める働きを
持つ。特に人口高齢化が進む社会において、こうした世代置換効果は無視できない影響を持つ。
しかしこうした世代置換効果の役割に着目して、パテント保護と経済成長率の関係について分
析した既存研究は存在しない。本研究では、連続時間世代重複モデルの枠組みを用い、世代置換
効果の役割を明示的に考慮した上で、パテント保護と経済成長率の関係について再考察を行っ
た。この点が本研究の定式化上の貢献である。 
 
第３に２．研究の目的（3）に従って、本研究では民間の研究開発投資と公共資本蓄積の両方

を成長のエンジンとする経済成長モデルを構築し、経済成長率を最大にする公共投資政策とパ



テント保護の関係について分析を行った。人口高齢化に伴う経済の成熟化は、公的インフラの老
朽化を招き、望ましい公的投資政策のあり方に影響を及ぼす。よって公的投資政策と人口構造変
化は密接な関係を持つ。 
政府は所得税により得た税収を「新しい公的インフラを建設するための投資（新規投資）」と

「既存の公的インフラの維持・管理のための支出（維持管理支出）」のどちらかに割り当てる。
こうした想定の下で、経済成長率を最大にする所得税率と公的支出配分はいかなる性質を持つ
のかについて、多くの既存研究が様々なアプローチで分析を行ってきた。例えば Yakita (2008)
は人口の高齢化が進むほど、経済成長率の最大化を目指す政府は所得税率を引き上げ、維持管理
支出への配分を増やすべきであるとの理論結果を示している。しかしこれまで経済成長率を最
大にする公共投資政策とパテント保護の関係についてはほとんど分析がなされてこなかった。
この点について分析できる新しい枠組みを提示した点が、本研究の定式化上の貢献である。 
 
４．研究成果 
２.研究の目的（1）、（2）、（3）に従い、３.研究の方法で述べた方法により、理論モデルの構

築を行った。 
 
第１に２.研究の目的（1）に沿って構築した理論モデルにおいては、以下のような理論的帰結

が得られた。企業数が調整過程にある短期では、高等教育補助政策が経済成長率に及ぼす影響は
正、負どちらの場合もあり得る。しかし企業数が完全に調整される長期では、高等教育補助政策
は企業数を増やすものの、１企業あたりの市場規模の縮小を通じ、経済成長率を低下させる。ま
た現実的なパラメータ値を想定した数値シミュレーションモデルを構築し、高等教育補助政策
が経済成長率に及ぼす数量的効果についても詳細に検討した。本研究の理論結果は高等教育の
量的拡大と経済成長率の間に明確な関係は見られないという近年の実証研究と整合的である。
既存研究とは異なり、プロダクトイノベーションとプロセスイノベーションの両方を考慮し、企
業数の調整過程を明示的に考えることで、高等教育補助の拡大が必ずしも経済成長の促進につ
ながらない可能性を理論的に示した点が、本研究の主たる貢献と言える。 
 
第２に２.研究の目的（2）に沿って構築した理論モデルにおいては、以下のような理論的帰結

が得られた。パテント保護の強化は、新技術の開発者の利益の取り分を増やし、研究開発投資の
収益率（利子率）を高め、研究開発投資を促進し、経済成長に正の影響を及ぼす。一方で、パテ
ント保護の強化に伴う利子率の上昇は、「保有資産が大きい高齢者」が「保有資産の少ない若年
世代」に置き換わることで資本蓄積が停滞する効果（世代置換効果）を強める働きを持ち、経済
成長率に負の影響を及ぼす。世代置換効果による経済成長率への影響は、パテント保護の強化を
通じ、利子率が高くなるほど、貯蓄促進により高齢層と若年層の相対資産格差が拡大するので、
その負の影響が大きくなる。そのため、パテント保護の度合いが十分低い段階では正の効果が、
負の効果を上回り、パテント保護と経済成長の間に正の関係が成り立つ。一方で、パテント保護
の度合いが十分高い段階では、負の効果が正の効果を上回り、パテント保護と経済成長の間に負
の関係が成り立つ。つまりパテント保護と経済成長率の間に逆Ｕ字の関係が成立する。近年の実
証研究はパテント保護と技術進歩率の間に非単調な関係があることを示唆する。よって本研究
の理論結果はこうした実証研究結果と整合的である。世代置換効果の役割に着目し、パテント保
護と経済成長率の間の非単調な関係について説明する理論仮説を提示した点が本研究の主たる
貢献と言える。 
 
第３に２.研究の目的（3）に沿って構築した理論モデルにおいては、以下のような理論的帰結

が得られた。パテント保護の強化が進むほど、経済成長率を最大にする所得税率は低くなり、総
税収に占める新規投資への公的支出配分は大きくなる。よってパテント保護の強化が進むほど、
経済成長率を最大にするような政府規模は小さくなる。本研究で扱われる標準的な理論モデル
では政府による公的インフラへの維持管理支出がなければ、経済成長率を最大にする所得税率
は必ず、公的インフラの生産に対する弾力性に一致する。よって、政府による維持管理支出の動
向が経済成長率を最大にする税率を決定する上で、重要な役割を果たす。パテント保護の強化は、
企業の研究開発投資のインセンティブを高める一方で、労働配分への歪みを通じ、生産効率の悪
化を招く。こうした二つの効果の相互作用として、公的インフラの対ＧＤＰ比が低下し、公的イ
ンフラ形成における維持管理支出の効率性も低下する。その結果、パテントの強化が進むにつれ、
維持管理支出への支出配分は低下し、経済成長率を最大にする所得税率の水準も低下する。また、
均斉成長経路上では、経済成長率を最大にする政策と社会厚生を最大にする政策が等しくなる
ことも示された。既存研究では分析されてこなかった経済成長率を最大にする公共投資政策と
パテント保護の関係について、興味深い理論結果を示したことが本研究の主たる貢献と言える。 
 
最後に、残された課題と今後の研究の展望について簡単に整理したい。本研究では R&D 型経

済成長モデルを用い、これまであまり分析されてこなかった人口構造変化と経済成長の関係に
光をあてて、分析を行ってきた。その意味で、有意義な研究への第一歩を踏み出したものと評価
できる。しかし一方で、残された課題も少なくない。特に当初の研究計画では「人口構造変化が
個人の起業選択を通じ経済成長率に及ぼす影響」について分析を行う予定であった。さらには



「人口構造変化が環境政策に及ぼす影響」についても分析を行う予定であった。しかし構築した
３つの理論モデルのいずれにおいても解析的な取り扱いが難しく、「人口構造変化が個人の起業
選択を通じ経済成長率に及ぼす影響」について、明確かつ興味深い理論結果を導くことはできな
かった。しかし一方で、高等教育補助政策、パテント保護政策、公共投資政策のそれぞれに関し
ては、明確かつ興味深い理論結果を導くことができた。そのため、当初計画とは異なり、高等教
育補助政策、パテント保護政策、公共投資政策に焦点を充てた研究として、まとめることとなっ
た。よって、興味深い帰結を導くことには成功したものの、厳密な意味で当初の研究計画、研究
目的に沿った研究成果を出すことはできなかった。特に「人口構造変化が環境政策に及ぼす影響」
については全く議論できなかった。こうした経緯を踏まえ、今後も当初の研究計画に沿う形で、
「人口構造変化が個人の起業選択を通じ経済成長率に及ぼす影響」や「人口構造変化が環境政策
に及ぼす影響」について分析できる理論モデルの構築を目指し、鋭意工夫を重ねていく予定であ
る。 
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